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平成 30 年１月 19 日 

 

各 位 

 

会 社 名 日本商業開発株式会社 

代表者名 代表取締役社長 松岡 哲也 

（コード番号 3252 東証・名証第一部） 

問合せ先 常務取締役財務・経理本部長 入江 賢治 

（TEL 06‐4706‐7501） 

 

（訂正）過年度有価証券報告書等及び過年度決算短信の一部訂正に関するお知らせ 

 

 当社が過去に開示した有価証券報告書等及び決算短信の注記事項に訂正すべき事項がありましたの

で、下記のとおりお知らせいたします。 

  なおこの訂正は、注記事項の訂正であるため、過年度(※第 16期,第 17 期)の資産、負債、純資産及

び損益並びに平成 29 年５月 10日に公表いたしました「平成 29年３月期決算短信〔日本基準〕(連結)

の平成 30 年３月期の連結業績予想(平成 29 年４月 1 日～平成 30 年３月 31 日)に与える影響はござい

ません。 

 

※第 16 期 平成 28年３月期決算短信〔日本基準〕（連結）平成 28年５月 10日発表 

  第 17 期 平成 29年３月期決算短信〔日本基準〕（連結）平成 29年５月 10日発表 

 

記 

 

１．訂正の理由  

日本商業開発株式会社(以下、「当社」といいます。)の持分法適用関連会社でありましたニュー

リアルプロパティ株式会社(以下、「NRP」といいます。)は、発行済株式の一部を自己株式として平

成 28年５月 27日付で取得いたしました。 

これに伴い、当社は NRP からの買取の募集に応募しなかった結果、NRP の議決権の 72.08％（平

成 28年５月 27日時点）を保有することとなり、NRP 及びその子会社は連結子会社となりました。 

連結財務諸表等規則第 15条の 12「企業結合日に受け入れた資産及び負債の額並びにその主な内

訳」には、株式の取得日時点（平成 28年５月 27日付）での被取得企業(NRP 及びその子会社以下、

「被取得企業」といいます。)の貸借対照表を注記することが定められておりますが、当社は取得

日時点における被取得企業の貸借対照表を把握することが出来なかったため、みなし取得日（連

結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針 第 7 項）である平成 28 年４月１日時点の被

取得企業の貸借対照表を注記しておりました。 

しかしながら今回、みなし取得日（平成 28 年４月 1 日時点）で注記しており、自己株式の取得

日（平成 28 年５月 27 日時点）の時点修正である、自己株式の取得に支出した 1,061,730 千円を、

それぞれ現金及び預金の支出による減少（流動資産の減少）及び自己株式の取得による増加（純

資産の減少）として被取得企業の貸借対照表に反映しておりませんでしたので、下記対象期間の

注記事項を訂正するものであります。 

訂正箇所は、資産の額を訂正しております。（純資産の額は、注記事項の対象外であるため。） 
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なお、第 17 期 平成 29年３月期決算短信〔日本基準〕（連結）平成 29年５月 10日発表の連結 

損益計算書に計上された負ののれん発生益及び段階取得に係る差損は自己株式の取得に支出した 

1,061,730 千円を反映した金額にて算出しているため、資産、負債、純資産及び損益に与える影響 

はございません。 

 

２．提出した訂正報告書 

    有価証券報告書等 

  ①第 16 期（自 平成 27年４月１日 至 平成 28年３月 31日） 有価証券報告書 

  ②第 17 期（自 平成 28年４月１日 至 平成 28年６月 30日） 四半期報告書 

  ③第 17 期（自 平成 28年４月１日 至 平成 29年３月 31日） 有価証券報告書 

 

３．訂正を行う決算短信 

  平成 29 年 3 月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）平成 28 年８月 10 日発表 

 

４．過年度業績への影響 

  この訂正による過年度の資産、負債、純資産及び損益に与える影響はございません。 

 

５．決算短信の訂正箇所及び訂正内容 

  ※訂正箇所は下線にて表示しております。 

 

平成 29 年 3 月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

【訂正箇所】 添付資料 11 ページ  

３.四半期連結財務諸表 

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（企業結合等関係） 

 

【訂正前】 

７．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

（1)資産の額 

流動資産           3,797,568 千円 

固定資産          11,819,968 

資産合計          15,617,536 

（2)負債の額 

  省略 

 

【訂正後】 

７．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

（1)資産の額 

流動資産           2,735,838 千円 

固定資産          11,819,968 

資産合計          14,555,806 

（2)負債の額 

省略 

以 上 


